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リスクアセスメントの範囲は、極めて広範囲にわたるもので、ここでは、狭義のリスクアセスメントとして「労働安全・衛生」に限定して記述することとします。労働安全・衛生といってもその範囲は広く、工学から医学にわたるもので、この間の境界分野についても検討していかなければなりません。

　在来からの手法においては、それぞれの分野における基本的な学問体系については、論じられてきたわけですが、リスクの大半は人に影響することなのに、人の意思に係わる内容が「カオス性」があるために、その体系化が進展しなかったきらいがあります。進展してこなかった理由として、人が介在することにより、リスクを回避する手法が難しくなるため、置き去りにされてきた嫌いがあります。

　このような内容を包含する「リスク」を安全衛生の体系の中に組み込もうとして検討してみると、いろいろな難関に当たり、当惑してしまいました。その原点が人の心理の難しさにあることがわかりました。マネジメントとして組織立てすることが難関中の難関だからです。しかながら、一歩一歩でも踏み出していかないとこの問題は解決しません。

　ご承知のように、安全・衛生の施策は一人先端労働者の管理を優先してもどうにもならないことは先刻承知しています。このための体制としても安全・衛生管理体制により、各般の組織等が有機的に結合しなければならないことは法体系からも明らかです｡体系に組み込まれた組織の段階の責任体制においても同様です。体制はライン、スタッフ、ラインースタッフ型等があり、安全衛生委員会、安全委員会、衛生委員会等があり、運営の方法も企業によりまちまちです。

　この間に人の意思が入り組んで運営されるから、中々運営がうまくいきません。また、責任体制もままなりません。安全衛生の運営体制には、それぞれの担務において責任所掌が明確になっているにもかかわらず、ややもすると、先端の実行者に責任を負わせ管理の責任を回避するきらいが見られます。担務の責任所掌事項を明確に示し、責任遂行が

スムースに行くようにする必要があります。

このようなことから、各段階における「リスク」の評価レベルを示し、リスクの潜在がどこにあるかを明確にする必要があります｡災害・事故が発生すれば、何が原因の一端であるかを明示して、その欠点を是正する措置をとれば責任の所在も明白になります｡また、再発防止策を取るのも容易になります。

このようなことから、リスクマネジメントを進めるためには、安全衛生体制の各般の技術的な内容を把握しないと話しが進みません。安全衛生コンサルタント会には、幸いに各分野の専門家がいるので、専門分野でかかえる諸問題を検討するのに好都合です。このようなことから英知をしぼってまとめ上げれば「安全衛生のリスクマネジメント」の体系化ができるのではないかと考えました。

安全衛生の体系化を図るためには、安全衛生の専門的知識と広い範囲に亘る一般的常識というものも必要になります。体系化を図っても現実の実態とかけ離れていれば、実際に運用されることはありません。「絵に描いた餅」になってしまいます。過去幾多の規則、条例、指針等の実行過程で示されています｡描いた構想を文で示すことはできても、実行過程では、人の意思が支配するからです。

そこで、コンサルタント会の有志の意見をまとめて、実効性のある指標を示したいと考えました｡

それぞれの分野の専門家により、以下に示すような範囲で、具体的にどのような「リスク」があり、どのような取り組みによったら、成果が上がるかという「リスクマネジメント」を練り上げたいと考えます。　大方のご賛同をえてスタートさせたいと思います。

発想の裏側

このような発想は夜間に眼が醒めようとしているときに起こります。なぜ、安全衛生の施策は一進一退で前へ進まないのであろうか、また、コンサルタントの仕事が社会的要請の反面、浸透していかないのかと何時も考えています｡これには、どうしても発想の転換が必要なのではないかと考えます｡こんな言葉を思い出しました。

　能動と受動とは

辞書の言葉を借りると、「能動」とは、「積極的に他に働きかけること」とあり、「受動」とは「受け身」を意味し、相反する言葉です。
このように捉えると、過去における安全衛生の施策の多くは、後者の受動的なもので、受けて立つ施策が目立ちます。能動的なものとしては、設備等の事前施策に見られる「設計・製造」の施策を進める段階に見られます。主として製造段階におけるものです。たとえば、次のようなものです。

1 安全装置

2 囲い等の安全施策

3 本質安全化技術

4 電気防爆設備・ボイラ・圧力容器構造規格等

5 安全確認型安全装置等
ご存知のように安全衛生の目的は、人と物との存在による災害・事故の発生を防止することにあります。人と係わり合いのないものについては、事前施策が効を奏することができますが、人と物との係わり合いは、設備等を稼動させた後でないと判りません｡したがって事後の対応を余儀なくさせられます。対策も「受動的」になってしまいます。

この受動的な対応を「能動的」の対応に変えていこうとするのが、本構想の柱となっています。在来からの施策・指針等を否定するものではなく、それを肯定して、新たな構築をどのように進めるかにあります。ということは、在来の施策の推進が現状の形態を肯定して、観念的な安全衛生施策を重畳するものですから、どの程度のリスクの改善に寄与したかはわかりません。在来観念的に責任の負わされた管理体制、各段階の責任の所在も明白に捉えるようにします。

このような結果からえられるものは、災害・事故の発生件数を統計することによって、観念的にその結果責任を評価するものです。したがって、施策の中身がどの程度効果が上がったかを評価できないきらいが出てまいります。施策が効を奏したかは、災害・事故が減少したということから類推しかありません。また、災害・事故が減少しなければ施策効果を疑問視するしかありません。万全の施策かどうかは評価できません。

施策を推進するということは、組織の各級段階でそれぞれの所掌を全とうした否かに結果が出てきます。たとえば、トップは施策の推進にどの程度の貢献をしたか、管理者は自己の責任所掌を果したか、職長「係長等」は作業監督の責任を果したか、作業指揮者は

実際の作業指揮に誤まりが無かったか、作業員は自己に与えられた職責を果したか、いうような課題推進の評価を行いつつ、結果責任を問う必要があります。

このような、施策の推進過程で「安全衛生管理体制」のあり方、教育施策の推進効果、作業手順の励行等々の施策の推進が効を奏したかを確認しながら年間計画を進める必要が認識されるようになっていきます。

「安全衛生計画」の推進過程を、全て「能動的」に行う体制を整える必要が認識されます。このような計画を進める構想を「安全衛生を進めるためのリスクアセスメント」と称して展開することを推奨します。この構想を進めるためには、各専門分野に亘る難問の解決を各分野のコンサルタントの英知を結集して構築する必要があります。その構想の一端を示します。

責任の分担
　責任の所在を明確にすることは必要ですが、人に係わる諸問題を取り上げるときには、人はそれぞれ固有の意識なり、意思が持っているため、責任所在を明確に表現することは難しくなってしまいます。最近、盛んに次のようなことが言われます。

1 自主管理

2 自己管理

3 自己責任

4 結果責任

5 管理責任

(1) 自主管理

　自身が責任工程を想定して設定するもので、自己の責任工程の想定外のことは入りません。だから「知らないこと、教育されなかったこと等」があれば、自主管理の中には大事なことであっても工程消化はできません。結果責任を問われる場合、「知らなかった」と言われれば責任を問うのに躊躇してしまいます。

（2） 自己管理
　予め設定された作業範囲あるいは指定された工程を、自己の責任によって消化するもので、所定の工程を処理できなかったときは、自己責任を問われることになります。

（3） 自己責任

　予め指定された範囲の作業等を難なくこなすことが求められます。結果として無事工程を消化できれば自己責任を果たしたということなりますが、これが出来なかったときは自己責任を問われるということになります。やってはいけないことを「やってしまった」というときには、当然自己責任を問われることになります。
（4） 結果責任

　作業工程が完了したときに、「結果が良好であれば」万々歳ということになりますが、結果が「うまくいかなかった、失敗してしまった」というときは、結果責任を問われることになります。このようなときは、結果責任の範囲が抽象的な表現であればあるほど、結果責任の範囲は広範囲に及ぶことになります。

（5） 管理責任

　管理責任という言葉は抽象的なもので、通常組織の中における各段階の所掌事務等に対する管理の所掌責任の範囲ということになります。安全衛生管理体制では、ラインースタッフにおける責任分担も課題として上げられます。トップ、中間管理層、職長、作業指揮者等の責任分担が明確になっていない場合があります。管理がうまくいっているか、どうか、ということを明確にし、所掌業務の結果責任を問う必要があります。
（6） 管理責任の範囲
　労働安全衛生体制における施策に対する管理責任は、どのようになっているかということを結果責任を評価するため、設定評価することが必要です。その主なものは、次のとおりです。

　自己管理（自意識）、体制工程、安全衛生教育、作業工程、覚醒効果、作業指揮等

　特にこのようなことは、組織形態の中で、どこまでを責任の範囲にするかということになると簡単に結論を出せません。
　特に、災害・事故の発生がありますと、発生責任の範囲が明確に示せません。したがって、再発防止策も明快な回答が出せなくなってしまいます。災害・事故の多くはこのような実態の繰り返しに終わってしまうことが多いのではないでしょうか!

　リスクマネジメントの構想は、過去の繰り返し行われている「見直し」作業の実態にもメスを入れて結果責任を求めつつ構想を構築していこうとするものです。結果責任を予め設定して、評価基準に示しておけば、所掌部署の責任も明白になるというものです。
各層における責任分担

1. 労働災害の発生原因

　労働災害は一つの原因によって発生することは殆んどありません。その多くは、数多くの起因があって複雑に絡み合って発生するものです。その起因となる要素を取り上げたのが、人の行動理論と言われるものです。

　人の行動理論
人の行動は常にリスクと裏腹の関係にありリスクを共有しています。災害・事故が発生しますと、必ずといっていいほど人の行動が批判の対象になります。あからさまに出来ないのは、内容に千差万別の多様性があり、その要因が幾つも複雑に絡み合っているからです。したがって、事後の対応がなおざりにされるというものです。人の意思行動はレヴンの法則に従えば次のように示されます。
B＝ｆ(P・E)

　ここに、Bは人の行動、Pは人の意識要素、Eは各種の環境要素です。この式を偏微分すれば次のようになります。
δＢ／δｔ＝δＢ／δP・δＰ／δt　×δＢ／δE・δE／δt

Ｋ＝K₁・δＰ／δt　×K₂・δE／δt

　Kを安全度指数、K₁を人間適正指数、K₂を環境係数とします。
　ＰとＥの要因の概要を示したのが表3、表4です。
	Ｐの要因
	Ｅの要因

	1．素質：性格、知識、知能、感情、感
覚、etc

2．経験：年齢、職歴、etc

3．意欲：希望、地位、待遇、金銭、etc

4．心身状態：疲労､疾病、欠陥要素、etc

5．人間関係：家庭、社会、職域、etc
	1．自然環境：温度・湿度、気圧、振動、騒音、空気、色彩、照明、etc

2．設備：設備の不安全状態(不備、老朽、劣化等)、材料の欠陥、レイアウト(狭隘の配置)、保護具、工具、整理整頓、etc

3．手順：無し、欠陥、作業速度、教育不足、連絡協調、etc


表　　PとEの要因
　このように、Pの要因においても安全衛生教育を始めとして、人の配置、組織の構成、素質等各種の要因が複雑に絡み合って、労働組織というものが成り立っているわけです。組織を構成する段階で、最良の構成方法が得られればよいですが、多くはうまくいかないのが実際です。各種の要因を真に把握することが困難であるからです。

　翻ってE の環境を考えてみると、最適な環境条件を作り出すことが困難であるのと同時に、設備・機械等の内容と人との関連を完全にすることが困難であるからです。また、保護具等の扱いには個人的な意識も介在して中々徹底できない面があります。職場内の環境整備においても平素の生活習慣が災いして中々徹底できない面が指摘されます。
　このように、設備・機械当の安全衛生化の手段は実務者の意思に係わらず改善措置が講ぜられますが、人の意思が係わる施策については、十分なる対応が取れないのが実態ではないかと思われます。したがって、労働災害の現実が設備・機械といわれる物に起因するものが20％、人に係わるものが80％と言われる所以です。
　災害実態に即した対応を取るためには「安全衛生管理体制」の各級段階の所掌と責任分担を明確にする必要があります。以下その内容に触れてみたいと思います。

(1)　トップの責任分野

安全衛生体制が完全に機能するかは経営トップに課せられた課題です。社内および下請け等を含めた保安体制を確立することは必要です。よく言われることに安全衛生の確保は「経営トップと職長クラス」の要にかかっているということです。経営トップの認識と決意が示されないことには、末端にまで施策が浸透していきません。
　ということは、経営トップからすべての構内従業員に至るまで安全・衛生そして保安意識を高め、従業員一人一人の使命感や緊張感を持続させるとともに、経営の根幹であるコストの負担を考えながら「健全」な経営判断を通じて、産業事故の防止に最大限努めていくことが何よりも重要なことです。
　したがって、安全衛生施策の策定にあたって、評価基準に寄与するトップの役割、分担の占める位置付けも明白にしておく必要があります。たとえば、従業員一人一人の「意識向上策」、「教育の徹底」には、トップの取り組みが最大の効果を発揮することは当然です。
(2)　中間管理層
　一般的にいわれる部長、課長職が該当します。これらの職種の職掌はトップの施策を下部機構に伝達し、真の成果を期待するための組織上の役割、分担があります。
　組織内における「現状の意識実態」の把握、「教育の推進」をスムースにすすめること、
「作業環境を整える」ことには重要な役割、分担が課せられ評価基準の大きな要素になります。
(3)　職長クラス
　職長クラスは現場における作業推進の要であることは言うまでもありません。特に、「覚醒効果」として作業開始前の注意事項の伝達等の効果が期待されます。さらに、「教育の推進」として安全作業手順、作業マニュアル等の励行、作業員の「自意識向上策」は重要な役割、分担事項です。
(4)　作業指揮者
　作業指揮者は危険・有害な作業で一人作業に適さない二人以上の組作業に適用されます。
作業指揮者は単なる役割分担に係わるものではなく、一人作業の足りない面の補正の役目を果たします。したがって、直接作業に携わる本人以上に責任が課せられるということができます。
　危険・有害な作業にはポイントがあり、その作業を行うときは、一つの手抜かりも許されません。この手抜かりの無いような補正手段が作業指揮者に与えられた使命です。信頼性工学における「並列補正」に該当します。
　作業指揮者は、「覚醒効果」としての伝達事項、一人一人の「自意識向上策」として安全作業手順の実施や作業マニュアルの実行、「作業環境の改善」としての保護具等、工具の使用、「作業者の行動補正」に係わることになりますから、自身も直接作業に携わる意識のもとに当たる必要があります。
(5)　実務者
　実務者は、作業の遂行にあたり、常に自己の「意識レベル」がどのような状態にあるかを把握し、他に公表する意思を持たなければなりません。行動評価点を決める「キーポイント」となるからです。また、「自意識」の向上に努めると共に、「環境対応」を積極的に行う必要があります。最終的に行動の良否を決めるのは「あなた自身」の意識にあることを認識する必要があります。
リスクマネジメントのプロジェクトチームの編成

　安全衛生全般についての解説のためには、各部門の実務経験の豊富なコンサルタントの協力がないと良い指針なり解説が不可能です。このため、支部内の総力を結集してチームの編成をお願いしたいと思います｡部門別編成は以下によります。

1 機械部門

担当主査―担当分野

　　　　プレス加工作業、シャーによる加工作業、金型作業、各種機器調整作業、室内外・移動性クレーン作業、フォークリフト運転作業、各種加工用機械の調整作業、各種工作機械の調整・加工作業、ボイラ・圧力容器取り扱い作業、回転機械類の危険性、教育各部門共通、構造―構成物各部門共通、その他

2 電気部門

担当主査―担当分野

　　　　　　高圧電気活線作業、活線近接作業、高圧電気各種試験作業、耐圧試験作業、高圧電気の点検作業、高圧電気の工事作業、低圧電気の工事作業、柱上等各種工事作業、各種電気工事の危険作業、静電気の危険性、電磁ノイズの危険性、電磁波の危険性、非電気取扱者の安全、その他

3　化学部門

　　担当主―担当分野

　　　　　　化学薬品・用品の調整作業、配管等の調整作業、局所排気装置の各種作業、危険物の取り扱い作業、危険物の爆発防止(混合―調整・移動・着火危険・保管、etc)、化学工場全般の安全・衛生施策、製品の安全衛生管理、製品の取り扱い安全、粉じん爆発、危険物爆発、着火源管理、有害性物質管理、産業廃棄物の管理、その他

4　建築部門

　　担当主査―担当分野

　　　　　　高所危険作業、構造物の転倒・倒壊の危険、工事全般の作業体制、建築物の構造欠陥、設備面からの対応(階段・床・開口部)、作業行動面からの対応、

　　　　　　中高年齢者に対する配慮、足場の確保、脚立・梯子・作業台の対策、安全ネット、飛来・落下対策、安全帯等保護対応は各部門共通、その他

5 土木部門

担当主査―担当分野

　　　　　　土砂崩壊危険作業、各種支保工の作業、工事体制の危険性排除、トンネル工事の危険性、地下工事の危険性、その他建築対応と共通、その他

6　衛生工学部門

　　担当主査―担当分野

　　　　　　保護具・防具・防護具の取り扱い、各種物質の人体危険性防止、局所排気装置の取り扱い・運用等、温度・湿度・防音・遮光・排気・換気・振動等の対応、職場の美化、その他

7　保健部門

　　担当主査―担当分野

　　　　健康管理の諸施策、THP施策の管理、メンタルヘルスの指向、人体に有害な物質の管理、食事管理、身体の保護、年齢対策、障害者等の配慮、その他

8 境界部門

担当主査―担当分野

　　　　安全心理と危険性の排除及び予防措置､人間工学による適正管理、交通災害、信頼性工学の関連、事前評価方法、安全点検・手順、ヒューマンエラー、安全・衛生の環境整備、安全・衛生意識の高揚、その他
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